
国民健康保険制度の財政基盤強化について  

国は、全国知事会に国保基盤強化協議会への参加を要請す

るに当たり、「国民健康保険に対する財政支援の拡充をしっ

かりと行い、財政上の構造的な問題の解決に責任をもって取

り組む」旨を表明した。  

国民皆保険制度の最後の支え手である国保を将来にわた

って持続可能なものとするためには、「あるべき保険料水準」

について十分議論した上で、極めて大きい被用者保険との保

険料負担の格差をできる限り縮小するような、抜本的な財政

基盤の強化が必要である。  

それにもかかわらず、国は、被用者保険との保険料負担の

格差に係る議論を十分に行わず、未だ問題解決への道筋を明

確に提示していない。  

国には、国保の被保険者の負担が限界に近づいていること

を改めて認識し、後期高齢者支援金への全面総報酬割を導入

することにより生じる財源を国保の支援に優先的に活用す

ることはもとより、追加国費の規模も含めた抜本的な財政基

盤強化の具体策を一刻も早く提示するよう、強く要請する。 

我々都道府県としては、国保の構造問題が解決し、持続可

能な制度が構築されるならば、市町村とともに積極的に責任

を担う覚悟である。  

今後、国が構造問題解決への道筋を明確に示さずに、都道

府県と市町村の役割分担についての議論のみを進めようと

する場合には、協議から離脱する。  
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